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平成１０年度 那賀川総合整備事業として調査検討に着手

平成１８年度 那賀川水系河川整備基本方針策定

平成１９年度 那賀川水系河川整備計画策定

長安口ダム直轄化・長安口ダム改造事業着手

平成２０年度 長安口ダム改造事業費等監理委員会 設立（毎年実施）

平成２２年度 長安口ダム環境モニタリング委員会 設立（毎年実施）

平成２３年度 第４回 長安口ダム改造事業費等監理委員会の開催

四国地方整備局事業評価監視委員会の開催

→長安口ダム改造事業再評価 事業の継続は「妥当」

平成２４年度 第５回 長安口ダム改造事業費等監理委員会の開催

長安口ダム改造事業 起工式

平成２５年度 第６回 長安口ダム改造事業費等監理委員会の開催

長安口ダム施工技術検討委員会 設立（工事の節目に合わせ実施）

平成２６年度 事業評価監視委員会（H26.７.30）※事業の継続は「妥当」

第７回 長安口ダム改造事業費等監理委員会の開催（H2６.９.５）

１．沿 革
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日本有数の多雨地帯を有する那賀川の治水安全度
を向上させるため、基準地点古庄において、
9,000m3/s（戦後最大洪水：S25ジェーン台風）
のうち、長安口ダム改造により500m3/sの洪水調
節を行う。

目標

目標

選択取水設備を新設し、ダム湖内の清澄水を放流
することでダム下流の濁水長期化を低減させ、清
流を復活する。

安全安心の確保 ： 戦後最大洪水と同等の洪水を安全に流下

清流の復活 ： 長安口ダム下流の濁水長期化を低減

目標 利水安全度の向上 ： 頻発する渇水からの脱却

毎年のように渇水調整を行うなど、利水安全度が
1/3～1/4と低い状況にあることから、長安口ダム
の容量配分の変更等により利水安全度を1/7に向上

させる。また、堆砂除去を行い流入する土砂を減
少させる。

那
賀
川

阿南市
小松島市

２．長安口ダム改造事業の目的

那賀川流域における渇水の状況
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工水 10％ 4日
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最高取水
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平成１７年
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取水制限期間
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平成１９年

平成１１年

平成１２年

平成２５年

平成２３年

渇水
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２



選択取水設備設置

ダム改造（Ⅱ期）工事
H26～H30

ダム天端橋梁改良

クレストゲート開閉装置改修

ダム改造（Ⅰ期）工事
H24～H28

クレストゲート新設
B10m×H20m×1門
B10m×H21m×1門

索道（6.5ｔ）

ガントリークレーン更新

減勢工・導流水路工事

H２５年度迄

H２６年度

H２７年度以降

凡 例

工事用道路

３．長安口ダム改造事業概要

法面掘削工事

３



（１）洪水吐新設
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（２）減勢工改造

C-C断面

A-A断面

水理模型実験の様子

B-B断面
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（３）貯水池容量配分の変更

※洪水時最高水位に１９０万m3の容量を確保することにより、局所的な集
中豪雨や洪 水時の初期対応に活用する。

将来の堆砂量：124.5万m3

堆砂済量：1,503.3万m3

洪水調節容量
（予備放流容量）

1,096万m3

底水容量：300万m3
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洪水調節容量
（予備放流容量）

1,200万m3
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将来の堆砂量：244.5万m3

堆砂済量：1,503.3万m3

発電容量及び不特定容量

現　況 計  画

不特定容量
3,490万m3

河川整備計画（平成19年6月策定）

190万m3
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【凡例】

：土砂除去箇所

● ：置土位置

● ：土砂受入地

追立ダム上流 吉野

小計

小浜

（５）堆砂除去

平谷

７

七々浦

十二社



・平成22年度より貯水池内仮設構台設置に着手。（平成24年5月に完成）
・平成24年度に、本体工事のⅠ期工事に着手。また、工事用道路設置にも着手。
・平成26年度については、Ⅱ期工事の着手。そして、実施中のⅠ期工事については、仮締切

(10BL)の設置及び予備ゲートピアの設置、工事用道路の完成を予定している。
・今後の堆砂量を抑えるため、ダム貯水池上流域において平成19年度より継続して土砂除去を

実施。

●Ⅰ期工事（H24～実施中）

４．事業の進捗状況

●土砂除去（H19～実施中）

８

●貯水池仮設構台（H22～H24）

●工事用道路（H24～実施中）



・平成２6年7月30日に、四国地方整備局事業評価監視委員会を開催。
・審議の結果、「事業継続」とする事業者の判断は「妥当」とされた。

５．事業評価監視委員会の審議結果

費用対効果

全体事業：Ｂ／Ｃ＝９１７億円／５１０億円＝１．８０ （対象期間：Ｈ１０～Ｈ３０）

残 事 業：Ｂ／Ｃ＝８５０億円／４０２億円＝２．１１ （対象期間：Ｈ２４～Ｈ３０）

基準年：平成２３年度

９

判断根拠 ﾁｪｯｸ欄

・事業目的に変更がない 事業目的である「洪水吐の新設」や「選択取水設備の設置」等に変更がない ■

・事業を巡る社会経済情勢の変化がない 人口、土地利用状況に変化がない。 ■

１．費用便益分析マニュアルの変更がない 費用便益分析マニュアルに変更がない。 ■

２．需要量等の変更がない
【需要量等の減少が１０％以内】
今回需要量等増 86百万円    前回需要量等  1,620百万円    変化率１．０５

■

３．事業費の変化
【事業費の増加が１０％以内】
今回事業費増  0百万円    前回事業費 47,000百万円    変化率０．００

■

４．事業展開の変化
【事業期間の延長が１０％以内】
事業期間延長  0年      前回事業期間 12年    変化率０．００

■

・前回評価時の感度分析における下位ケース値が基準値を上回っている。
　　 前回評価時の感度分析下位ケース１．７≧基準値（１．０）

■

前回実施 Ｈ２３年度   Ｂ／Ｃ ＝ １．８ ■

（イ）費用対効果分析を実施することが効率的でないと判断できる場合

・事業規模に比して費用対効果分析に要する費用が大
きい または、前回評価時の感度分析における下位
ケース値が基準 値を上回っている。

前回評価で費用対効果分析を実施している

以上より、費用対効果分析を実施しないものとする。

項      目
判   定

（ア）前回評価時において実施した費用対効果分析の要因に変化が見られない場合

事業目的

外的要因

内的要因＜費用便益分析関係＞


